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Ⅰ　学長挨拶 

聴 覚 ・視 覚 障 害 者 のための高 等 教 育 機 関 として

国立大学法人筑波技術大学学長 

石原 保志 

筑波技術大学は、我が国で唯一の聴覚・視覚障害者のための高等教育機関として、聴覚・視覚障害

者の全人的能力を高めるとともに、障害者がその能力を十分に発揮できる社会の構築に尽力してい

ます。 

 近年、大学に進学する障害者の数は増加の一途を辿っており、障害学生が学ぶ高等教育機関では合

理的配慮を具現化する方策が実施されるようになってきました。このような社会的変化の中で、筑波

技術大学の教育における強みは何か。それは、他大学が障害学生の学修や学生生活における活動参

加上の不利益を補うことを、いわゆる障害学生支援と位置付けているのに対して、本学は障害を補償

するだけではなく、個々の学生の教育的ニーズを明らかにし、教材や指導方法、教育課程の検討とい

った” 個別の教育的支援” を行っているということです。聴覚障害者や視覚障害者は情報障害者と

もよばれ、情報の発信やその入手に大きな困難を抱えており、これらの障害に加えて発達障害等の他

の障害を抱えている重複障害学生の在籍率も増加傾向にあります。このような障害やその程度に起 

因する発達特性に関わる個人差を解消するために、障害に対する配慮に加え、少人数教育とインター

ラクティブな手法を用いた授業を導入しています。こうした障害学生教育を通して培われた教育、支

援に関する知見は、本学の研究や各種事業を通して社会に公開されており、本学が中核となって行っ
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ている他大学の障害学生支援に役立てられています。 

 また、本学は聴覚障害者、視覚障害者が集うコミュニティでもあります。全国各地、そして海外出身

の学生が、寄宿舎を拠点に生活を共にします。また一般の高等学校出身の学生と特別支援学校出身

の学生が、対等の立場で意見を交換することができます。学生は本学卒業後、一般社会、とくに職業

分野で様々な人々と連携しながら活動を行うことになります。人それぞれに事情があり考え方も多様

であるということを、同じ障害がある集団の中で、すなわちコミュニケーションや情報伝達にハンディ

がない環境の中で感覚的に理解することができます。この経験は学校から社会へのトランジット期間

における貴重な体験学習となります。 

本学は知の拠点としての役割も果たしています。障害学生に対する教育や支援から生まれた知見は、

オンリーワン故の実践的な研究として社会に還元されています。また工学（情報、機械、建築）、デザイ

ン学、保健衛生学、医学、理学療法学、鍼灸学といった既存の学問分野における研究及びこれらの分

野と情報保障学、障害学、教育学等が融合した研究は、本学の特徴的なテーマと言えるでしょう。これ

らの研究成果あるいは実践事例は、社会貢献分野にも応用され、横断的支援、縦断的支援を旗印に各

種事業を展開しています。 

 横断的支援では全国の障害学生支援に関する基幹大学であることを自覚し、PEPNet-Japan（日

本聴覚障害学生高等教育支援ネットワーク）の中核的役割を果たすとともに、文部科学省認定の教育

関係共同利用拠点（障害者高等教育拠点）として、各大学の学生や教職員からの障害学生支援に関す

る相談に対応しています。さらに文部科学省「障害のある学生の修学・就職支援促進事業」の共同申請

校（代表校：京都大学）として同事業に参画しています。 

縦断的支援は、大学入学前教育支援と社会人教育支援です。前者は、本学教員ならびに学生がオー

プンキャンパスや出前講座等を行い、特別支援学校等の生徒、児童、保護者、進路指導担当教員に対

して、高等教育を受けることの意義について実感的な理解を促しています。また児童、生徒、保護者が、

大学生ロールモデルと対面することによって、自己あるいはわが子の将来像を描くことに貢献してい

ます。後者は、学校卒業後のリカレント教育です。日本財団助成による「聴覚障害者のためのキャリア

サポートセンター」事業、文部科学省選定の「成長分野における即戦力人材輩出に向けたリカレント教

育推進事業」として「聴覚障害者のための DX/D＆I 促進人材育成プログラム」「視覚障害を有する鍼

灸あん摩マッサージ指圧師と理学療法士が多様化する専門分野で幅広い働き方をするためのプログ

ラム」等の事業を通して、障害のある社会人に向けたプログラムを展開しています。

 このほか、地域医療やスポーツ分野での活動などご紹介したい取組が多々ございますが、これらに

ついては財務情報とあわせて本報告書に記載いたしました。是非、ご一読いただき、みなさんからの

忌憚のないご意見をお聞かせいただきたいと存じます。 

 これからも筑波技術大学は我が国で唯一の聴覚・視覚障害者のための高等教育機関としての自負を

持ち、社会から求められている役割を果たすべく、構成員が一丸となって努力を続けて参ります。 

今後とも本学へのご理解とご支援を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。 
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Ⅱ Mission, Vision 理念に留まらない実質的なインクルーシブ社会の実現を目指して

我が国で唯一の聴覚・視覚障害者のための高等教育機関として、

個々の学生の障害や個性に配慮しつつ、障害を補償した教育を通じて、
幅広い教養と専門的な職業能力を合わせもつ専門職業人を養成する。

障害のある人々が社会参画するための環境の整備や、それを推進する
人材の育成に貢献する。

Our Mission

Vision
社会に貢献する障害者人材の育成
個々の学生の機能障害とそれに起因する発達特性の実態及び障害補償、
情報保障のニーズに応じた質の高い教育及び支援を行う。

障害学生への横断的支援（全国レベルの障害学生支援）
全国の高等教育機関で学ぶ障害学生への支援とそれを担う人材の育成
を行う。また、障害学生への教育上の配慮について、全国の高等教育機関
に具体的なノウハウを提供する。

障害者への縦断的支援（世代を超えた障害者支援）
全国の初等・中等教育段階にある障害者及びその保護者に対する支援を
行う。また、学校卒業後の障害者及び障害者を取り巻く人々へのリカレン
ト教育・支援を行う。
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https://tsukuba-tech-archi.jp/
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https://www.cs.k.tsukuba-tech.ac.jp/labo/tsurumi/Movie/
https://www.youtube.com/watch?v=-IBjkP4VJfI
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https://captionline.org
https://iseee.info/
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https://www.nhk.or.jp/handsign/
https://www.nhk-ep.co.jp/signlanguage/jp/
https://www.k.tsukuba-tech.ac.jp/cl/
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https://www.pepnet-j.org/
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（単位：千円） （単位：千円）

教育経費

研究経費

診療経費

教育研究支援経費

受託研究費

区分
細目

運営費交付金収益 役員人件費

教員人件費

区分

その他

施設費収益

補助金等収益

財務収益

90,610

24,007

66,417

186

6,839

213,875

1,605

7,191

41,427

受託事業費

共同研究費

213,875

1,605

支払利息等

一般管理費

その他財務費用

一般管理費

受託事業等収益

寄附金

5,741

1,904

1,904共同研究収益 35,288

職員人件費

業務費（人件費除く）

授業料・入学料収益等 201,703

329,248自己収入

運営費交付金 人件費 1,927,5742,297,350

2,297,350

7,083

49,727

Ⅴ　財務状況

１．損益の概要

　令和４事業年度の本学業務に関する収益及び費用は以下のとおりです。

77,818

雑益

受託研究収益

附属診療所収益

外部資金 57,605

59,330

143,342

391,090

643,534

587,698

1,301,536

38,340

細目

人件費

1,927,574千円

（69.2%）

業務費

643,534千円

（23.1%）

一般管理費

213,875千円

（7.7%） 財務費用

1,605千円

（0.1%）

当期総利益

696,771千円
（前年度：125,925千円）

運営費交付金

2,297,350千円

（82.8%）

自己収入

329,248千円

（11.9%）

外部資金

57,605千円

（2.1%）

その他

90,610千円

（3.3%）

経常収益

2,774,814千円
（前年度：2,750,801千円）

経常費用

2,786,589千円
（前年度：2,711,147千円）

臨時損失

1,140千円

臨時収益等

709,687千円

を含む。
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２．本学を支える資金

一般運営費交付金

　一般運営費交付金は、大学が教育・研究等の業務運営を行うために国から支給される基盤的な資
金です。

　第３期中期目標期間（平成28年度～令和３年度）に引き続き、第４期中期目標期間（令和４年度～令
和９年度）も、各大学が一般運営費交付金の１％相当を拠出し、戦略的取組の評価結果により拠出分
が再配分される仕組みとなっています。

　大幅に減少した令和２事業年度は、修学支援新制度の開始に伴う授業料免除実施経費の減少が主
な要因として挙げられます。具体的には、令和２年度からは、新たに創設された「授業料等減免制度」
の導入を踏まえ、所要の財源は、国に対する大学からの申請に基づく補助金として措置されることと
なりますが、令和元年度以前の入学者については、修学支援新制度に加えて、経過措置により従来ど
おり運営費交付金による措置がなされています。このため、経過措置が終了するまでの間、運営費交
付金において、学年進行による減額が生じており、令和４事業年度も減少となっています。

（単位：百万円）

2,177

2,207

2,160 2,157

2,138

2,100

2,120

2,140

2,160

2,180

2,200

2,220

H30 R01 R02 R03 R04

一般運営費交付金の年度別推移

学生納付金収入

　学生納付金収入は、学生の皆様からの授業料、入学料および検定料です。平成18事業年度に４年
制大学に移行したことによる定員増加に伴い、平成22事業年度まで授業料収入が増加し、その後横
ばいで推移していましたが、平成29年度以降減少に転じています。令和４事業年度は受験者・入学者
の増加により微増しています。

175.6 179.1 164.6 166.7 175.5

27.7 24.0
22.9 21.8

24.1

2.8 2.3
2.5 2.0

2.1

0

50

100

150

200

250

H30 R01 R02 R03 R04

授業料 入学料 検定料（単位：百万円）

学生納付金収入の年度別推移
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　奨学寄附金は、企業や個人から教員や大学に対して、教育研究や奨学支援等のために寄附してい
ただいた資金です。
　現物寄附は、金銭ではなく物品として寄附していただいたものを評価した金額を表しています。
　本学では平成24事業年度に「筑波技術大学基金」を創設し、教育研究活動支援や修学支援を目的
として広く寄附を募っています。
　令和４事業年度の大学全体の受入額は、前事業年度より12.7百万円減少し、35.0百万円となって
いますが、寄附金の受入件数は134件増の305件となり、多くのご支援をいただいています。

　受託研究収入・受託事業収入は、大学が外部からの委託を受けて研究・事業を実施するために受け
入れる資金です。また、共同研究収入は企業等と共同して研究を実施するために受け入れる資金で
す。こうした研究収入・事業収入は、原則として委託者や共同研究を行う相手方が負担するため、本
学の収入となります。
　令和４事業年度は受入件数合計8件、13.4百万円であり、前年度から受託事業収入は増加したも
ののそれを上回って受託研究収入が減少したため、受入金額総額が1.6百万円減少しました。

12.4

6.6 6.6
8.8

5

4.2
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受託研究・受託事業・共同研究収入の年度別推移

受託研究 受託事業 共同研究 受入件数

（単位：百万円）

受託研究等収入

奨学寄附金

10.3

30.3 27.9
38.5

29.08.2

10.3
24.5 6.5

4.5

1.0

2.8
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2.7

1.5
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171

305

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

H30 R01 R02 R03 R04

奨学寄附金の年度別推移
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（件数）

（件数）（単位：百万円）
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　文部科学省と日本学術振興会による事業で、審査を受けて獲得する競争的研究経費代表格が科学
研究費助成事業（科研費）です。
　科研費は、直接研究に使用する直接経費のほかに、研究環境を整える目的で大学に対して配分さ
れる間接経費があります。
　科研費の採択は年々厳しさを増しており減少傾向にあった本学での採択件数・採択金額は、平成
30事業年度より増加しておりましたが、令和３事業年度に採択金額が減少に転じ、令和４事業年度
においては横ばいとなっております。
　ここでは科研費に厚生労働省が交付元の厚生労働科学研究費補助金も含めています。

　本学では財産貸付や一時的な余裕金を運用することで、収入の増加に努めています。
　財産貸付では、宿舎の賃貸や空き時間を利用した体育館等の有償貸出を行っているほか、学内に
自動販売機を設置し、売上の一部を本学の収入としています。
　余裕金の運用では、遊休資金を生まないよう、国債保有や定期預金の短期運用を行い、最適な運用
計画を作成し、利息収入を獲得しています。
　その他、有償の公開講座を開設し、本学の知見を社会に還元するとともに、本学の収入獲得にも繋
げています。

（参考）
本学教員数

H30
113

R01
112

R02
106

R03
104

R04
108 単位（人）

60.3

80.7 80.6
61.4 65.0

18.0

23.2 23.8

18.3 19.1
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83 81
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科研費採択件数と金額

科研費 間接経費 採択件数

（件数）単位（百万円）

科学研究費補助金等収入

その他の収入
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３．財務諸表等の構成

国立大学法人は、「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」に従って会計を

行い、国民に対してその財政状態及び運営状況を明らかにするため、財務諸表を作成することと

されています。

財務諸表は、以下の①～⑥から構成されています。

①貸借対照表 ②損益計算書 ③純資産変動計算書 ④キャッシュフロー計算書

⑤利益の処分又は損失の処理に関する書類 ⑥附属明細書

また、これらを補足説明する決算報告書、事業報告書の作成、添付が義務づけられています。

財務諸表 決算報告書等

①貸借対照表 ②損益計算書 ③純資産変動計算書 ④キャッシュ・フロー計算書 ⑤利益の処分又は損失の
処理に関する書類

（単位：千円）

11,794,799

借方 貸方

負債
810,681

うち、当期
未処分利益
696,771

うち、
現金預金
671,825

期末における財政状況

3,484,501

当期総利益
696,771

うち、
自己収入等
446,173

経常費用
2,786,589

＋
臨時損失
1,141

経常収益
2,774,814

＋
臨時利益
678,763

＋
前中期

目的積立金
取崩額

30,924

10,984,118

会計期間における運営状態 会計期間における
すべての純資産の変動

純資産
10,984,118

資産
11,794,799

資本金
11,008,702

＋
資本剰余金
－858,767

＋
利益剰余金
834,183

現金預金
期末残高
671,825

4,910,106

支出
4,238,281

収入
4,098,415

現金預金
期首残高
811,691

会計期間における活動区分
別資金の流れ

借方 貸方

696,771

未処分利益の処分又は総損
失の処理内容

当期
未処分利益
696,771

目的積立金
45,343

積立金
651,428

借方 貸方 借方 貸方

（単位：千円）

決算報告書

2,855,799

収入
2,855,799

支出
2,773,436

収入－支出
（予算決算上の現金残高）

82,363

事業報告書

国の会計基準予算・決算に準拠

⑥附属明細書
貸借対照表、損益計算書の内容を補足

大学の事業を、財務的な面から
説明

※財務諸表は本学HPに掲載し
ています。下記URL及び二次
元コードからアクセスが可能
です。

https://www.tsukuba-
tech.ac.jp/introduction/
openinfo/corporation_in
fo/index.html

※上記は、令和４事業年度の財務諸表を表しています。
なお、この資料上の計数は、端数を四捨五入していますので、合計が合わない箇所があります。
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3.財務諸表等の構成

国立大学法人は、「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」に従って会計を

行い、国民に対してその財政状態及び運営状況を明らかにするため、財務諸表を作成することと

されています。

財務諸表は、以下の①～⑥から構成されています。

①貸借対照表 ②損益計算書 ③純資産変動計算書 ④キャッシュフロー計算書

⑤利益の処分又は損失の処理に関する書類 ⑥附属明細書

また、これらを補足説明する決算報告書、事業報告書の作成、添付が義務づけられています。

財務諸表 決算報告書等

①貸借対照表 ②損益計算書 ③純資産変動計算書 ④キャッシュ・フロー計算書 ⑤利益の処分又は損失の
処理に関する書類

（単位：千円）

11,794,799

借方 貸方

負債
810,681

うち、当期
未処分利益
696,771

うち、
現金預金
671,825

期末における財政状況

3,484,501

当期総利益
696,771

うち、
自己収入等
446,173

経常費用
2,786,589

＋
臨時損失
1,141

経常収益
2,774,814

＋
臨時利益
678,763

＋
前中期

目的積立金
取崩額

30,924

10,984,118

会計期間における運営状態 会計期間における
すべての純資産の変動

純資産
10,984,118

資産
11,794,799

資本金
11,008,702

＋
資本剰余金
－858,767

＋
利益剰余金
834,183

現金預金
期末残高
671,825

4,910,106

支出
4,238,281

収入
4,098,415

現金預金
期首残高
811,691

会計期間における活動区分
別資金の流れ

借方 貸方

696,771

未処分利益の処分又は総損
失の処理内容

当期
未処分利益
696,771

目的積立金
45,343

積立金
651,428

借方 貸方 借方 貸方

（単位：千円）

決算報告書

2,855,799

収入
2,855,799

支出
2,773,436

収入－支出
（予算決算上の現金残高）

82,363

事業報告書

国の会計基準予算・決算に準拠

⑥附属明細書
貸借対照表、損益計算書の内容を補足

大学の事業を、財務的な面から
説明

※財務諸表は本学HPに掲載
しています。下記URL及び二
次元コードからアクセスが可
能です。

https://www.tsukuba-
tech.ac.jp/introduction/
openinfo/corporation_in
fo/index.html

※上記は、令和４事業年度の財務諸表を表しています。
なお、この資料上の計数は、端数を四捨五入していますので、合計が合わない箇所があります。
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発
　
展
　
性

外　部　資　金　比　率
［ 受託・共同・受託事業・寄附金収益 ÷ 経常収益 ］

経常収益に占める外部資金の割合を示す指標で、
割合が高いほど外部の研究資金を獲得して活発な
研究活動が行われているとともに、今後発展する可
能性を示していると考えられます。

会計基準の変更に伴い現物寄附の受け入れを
収益認識したこと等により、前事業年度に比べ
0.7ポイント増加しました。全国平均を大きく下
回っていることから、外部資金獲得率の増加は
急務となっています。

効
　
率
　
性

人　件　費　比　率
［ 人件費 ÷ 業務 ］

業務費に占める人件費の割合を示す指標であり、比
率が低いほど限られた人的資源で業務を行ってい
ることになり、業務の効率性が高いとされていま
す。

一　般　管　理　費　比　率
［ 一般管理費 ÷ 業務費 ］

業務費に占める一般管理費の割合を示す指標であ
り、比率が低いほど限られた金銭的資源を本来の大
学の業務である教育・研究活動に投じていることに
なり、業務の効率性が高いとされています。

教員の退職給付費用の増加により、前事業年度
から1.3ポイント増加しました。依然として国立
大学の平均より大幅に高い割合であるため、業
務の効率化が課題となっています。

前事業年度から0.1ポイント増加しほぼ同水準
になっております。依然として全国平均から見て
高い割合で推移しています。

４．財務指標の推移

自　己　資　本　比　率
［ 純資産 ÷ 資産 ］

総資本（資産）に対する返済不要な自己資本（純資
産）の割合を表しています。
数値が高いほど他人資本（負債）の影響を受けにく
く、安定した経営であると言えます。

健
　
全
　
性

流　動　比　率
［ 流動資産 ÷ 流動負債 ］

一年以内に支払期限がくる負債に対し、一年以内に
現金化が可能な資産がどの程度確保されているか
を表しています。
120%以上であれば健全だとされています。

令和４事業年度は前事業年度と比較し、0.8ポイ
ント増加しました。4年制移行後は常に100％以
上で推移しています。

本学では他人資本である負債に比べ、自己資
本、特に国から譲渡された土地や建物が資産額
の大きなウェイトを占めており、全国平均から見
ても高い水準にあります。
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修正業務損益は8年連続マイナスとなっていま
す。会計基準の変更により業務収益が減少した
ため、前事業年度から3.5ポイント減少となりま
した。

修 正 業 務 損 益 比 率
［附属病院の修正業務損益 ÷ 附属病院の業務収益］

附属病院の上げた収益に対し、借入金の返済額等を
考慮し、民間企業に近いかたちで損益を計算し直し
た修正業務損益の割合を表し、比率が高いほど、利
益率が高く、経営状態が良いことを表しています。

修繕費の減少などにより前事業年度から3.3ポ
イント減少しました。国立大学法人で唯一入院施
設を持たない診療所であり、その分収益性が低
く、平均より高い値となっています。

附
属
診
療
所

診　療　経　費　率
［ 診療経費 ÷ 附属病院収益 ］

附属診療所が行った診療行為による収益に対し、診
療にかかったコストの割合を表し、この比率が低い
ほど診療に見合った収益があがっており、病院の経
営状態が良好であることを表しています。

会計基準の変更と目的積立金の執行に伴い経常
収益の計上額が減少したため、前事業年度から
1.8ポイント減少し、マイナスとなっています。

収
　
益
　
性

経　常　利　益　比　率
［ 経常利益 ÷ 経常収益 ］

経常収益（企業での売上）に対する経常利益（企業で
のもうけ）の割合を表し、この比率が高いほど優良
であるといえます。国立大学法人は利益獲得が目的
ではないため、会計制度上0%に近い数値になりま
す。

活
　
動
　
性

教　育　経　費　比　率
［ 教育経費 ÷ 業務費 ］

業務費に占める教育経費の割合を示す指標であり、
数値が高いほど教育に使用される経費の金額が大
きいことを示します。大学の設置目的のひとつであ
る教育活動のウェイトを表します。

研　究　経　費　比　率
［ 研究経費 ÷ 業務費 ］

業務費に占める研究経費の割合を示す指標であり、
数値が高いほど研究に使用される経費の金額が大
きいことを示します。大学のもう一つの柱である研
究活動のウェイトを表します。

前事業年度に対し1.4ポイント減少しています。
本学では情報保障等手厚い教育を実施している
ため、平均を大きく上回っています。

前事業年度に対し0.3ポイント増加しています。
本学の値は全国平均と比較すると60％程度に
とどまっており、教育＞研究という構図であるこ
とがわかります。
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セグメント

科目
産業技術学部 保健科学部

障害者高等
教育研究

支援センター

技術科学
研究科

東西医学統合
医療センター

人件費 454,208 385,744 316,485 0 102,782 1,259,219 534,463 1,793,682

教育経費 82,249 66,126 8,360 10,565 0 167,300 1,145 168,445

研究経費 18,575 17,764 15,181 0 0 51,520 801 52,321

教育研究支援経費 13,698 1,677 1,831 2,318 1,300 20,824 43,378 64,202

附属診療所経費 0 0 0 0 66,112 66,112 0 66,112

特定経費 38,702 21,709 71,698 3,328 0 135,437 59,495 194,932

大学共通経費 38,472 32,895 16,508 749 0 88,624 146,888 235,512

一般管理費 0 0 0 0 0 0 56,789 56,789

予備費 0 0 0 0 2,000 2,000 5,069 7,069

借入金償還経費 0 0 0 0 40 40 0 40

部局別予算額計 645,904 525,915 430,063 16,960 172,234 1,791,076 848,028 2,639,104

　国立大学法人会計基準等の改訂により、令和4年度より学部研究科（セグメント）ごとの費用・収益・資産
の情報を財務諸表等（事業報告書を含む）で開示することとなりましたので、本報告書においても参考に掲
載いたします。
・本学においては、産業技術学部、保健科学部、障害者高等教育研究支援センター、技術科学研究科、
東西医学統合医療センターの部局ごとに表示

・「法人共通」には、附属図書館、情報処理通信センター、国際交流加速センター、保健管理センターを
含みます。

・大学で一括計上している予算については、部局ごとのコスト額を算出して各部局に計上しています。

【参考】令和４年度筑波技術大学予算（セグメント別）

（単位：千円）

組織図

法人共通 合計小計
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Ⅵ 筑波技術大学基金 

筑波技術大学基金は、本学学生の教育・研究に関する活動を支援し、もって聴覚・視覚障害

者として社会で貢献できる人材の育成に資することを目的として、次の事業を行っています。 

✓ 教育・研究活動への支援  ：教育実習、臨床実習、研究発表などの活動を支援します

✓ 課外教育活動への支援  ：学園祭や各種国際大会等への参加など、課外活動を支援します

✓ 社会貢献活動への支援  ：ボランティア活動や文化・スポーツ活動等を支援します

✓ 就職活動支援 ：就職模擬試験の実施やインターンシップ等を支援します 

✓ 学生表彰 ：学業やスポーツ活動等が特に優れていると認められる学生を表彰し

ます 

✓ 学生の海外派遣・受入事業への支援 ：協定校等との学生の派遣・受け入れを支援します

✓ 災害発生時の緊急支援及び感染症対策、経済対策などを支援します。

在校生からのメッセージ 

「この度は私たち学生のために、お心遣いをいた

だきましたこと、ありがたく御礼申し上げます。

COVID-19 の影響も有り、制限があるなかでの

実習となりましたが、大変有意義な時間を過ごす

ことができたと感じております。実習では、初めて

のことばかりで不安や悩みが多くありましたが、

理学療法への興味、熱意が高まり、より一層勉強

へのモチベーションが上がりました。大学の先生、

実習先の指導者や病院スタッフの方々、快く協力

してくださった患者様、そして 4 年間喜怒哀楽を

ともにした仲間たちのお陰であると感じておりま

す。また、この経験は筑波技術大学基金のご支援

なしでは得ることが出来ませんでした。感謝申し

上げます。末筆ながら筑波技術大学基金のますま

すのご活躍をお祈り申し上げます。」 

（保健科学部、臨床実習助成金の支給） 

「世界的な燃料価格の高騰や円安傾向による物価

高が続くなか、筑波技術大学基金さまや寄附者の

皆さまから、「物価高に対する経済対策支援金」と

して給付をいただきましたこと、心より感謝申し

上げます。ご支給いただいた支援金は、学業およ

び学生生活のため適切に、大切に使用させていた

だきます。 

先の見えない物価高が続き、日々の暮らしも圧迫

されていたなかで、このような温かいご支援を頂

きましたことはとても励みとなりました。皆さまか

ら頂いたご恩を忘れずに、これからも勉学に励ん

でまいります。 

この度は本当にありがとうございました。」 

（技術科学研究科、物価高に対する経済対策支援

金） 

（１）学生への修学支援

（３）その他基金の目的達成に必要と認められる支援

（２）海外の大学等との教育交流・留学生への支援

事業の実施状況やご寄附の方法等は基金のページ 

（https://www.tsukuba-tech.ac.jp/kikin/）

よりご確認ください。 
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